
 

 

 

ＩＴ利活用実態調査 
 

 

報 告 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年１０月 
 

 

 

北見商工会議所 
 

 



70
72
47

348

回答事業所数
33
94
32

小　　　売　　　業
サ ー ビ ス  　業
そ　　　の　　　他

業　　　　　　　　種
製　　　造　　　業
建　　　設　　　業
卸　　　売　　　業

Ⅰ  調   査   概   要 

（１）目         的 

  会員事業所におけるパソコン導入並びにＩＴの利活用等の実態を把握することにより、今後の経営
支援並びに情報の提供に活用することを目的に実施した。 

（２）調 査 時 期 

 平成２８年８月 （前回平成２１年１２月） 

（３）調 査 方 法  

当所会員事業所に調査票を送付し、回答企業が自ら記入するアンケート調査方式で行った。 

（４）調査対象並びに回収状況 

 会員事業所１，６９６社に調査票を送付し、回答事業所は３４８社（回収率２０．５％）であった。 
 なお、業種別回収状況は以下のとおりとなっている。 

（５）調 査 内 容  

（１）コンピュータの導入・利用状況 

（２）インターネットの利用状況 

（３）EC（電子商取引）の取り組み状況 

（４）電子入札の取り組み状況 

  （５）ＩＴ化への取り組み状況 
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330
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4.9%17

今後導入を予定である 導入していない

％
93.9%

95.7%

96.9%

回答数

導入している

（１）コンピュータの導入・利活用状況 

①コンピュータの導入状況

回答事業所３４８社の内「導入している」が３３０社（９４．８％）、「今後導入を予定である」が１社（０．
３％）、「導入していない」が１７社（４．９％）と９割を超える企業でコンピュータを利用しているとなってい
る。  また、業種別に見てみると小売業（８８．６％）を除く全ての業種で９割を超える事業所が利用して
いるとなっている。 
  ※なお、コンピュータを導入していない企業１７社総てが小規模事業者である。その理由（複数回答）
ではパソコンを必要としない職場が９社、パソコンが使えない、予算がない、費用対効果が見込めな
い、が各３社となった。 

【※小規模事業者・・・常時使用している従業員が２０名以下（商業・サービスは５名以下）の事業者】 

Ⅱ  調   査   結   果 

②コンピュータネットワークの構築状況

パソコンが「すべてネットワークに接続されている」は６３．７％（前回５４．０％）、「一部がネットワーク
に接続されている」２６．１％（前回３３．９％）、「ネットワーク接続はしていない」１０．２％（前回１２．
１％）と約９割近くの企業が接続しているとなった。 

63.7% 

26.1% 

10.2% 

コンピュータネットワークの構築状況 

すべてネットワークに接続 一部ネットワークに接続 ネットワーク接続はしていない 

導入している 

９４．８％ 

導入していない 

４．９％ 
今後導入予定０．３％ 

コンピュータネットワークの構築状況 
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③セキュリティ対策の実施状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ID等によるアクセス管理 

利用できるデータ範囲を制限 

ウィルス対策ソフトを導入 

コンピュータ室への入退室管理 

特に対策を講じていない 

その他 

62.1% 

37.3% 

88.2% 

7.0% 

10.0% 

3.0% 

セキュリティ対策の実施状況 

④業務におけるタブレット端末・スマートフォンの活用について

業務においてタブレット端末やスマートフォンを「活用している」事業所は４６．０％、「活用を検討して
いる」事業所は４．１％、「活用していない」事業所は４９．９％と半数が活用しているとなっている。 ま
た、その活用している業務を見るとメール・ＳＮＳが３６．４％、情報収集３２．０％、写真・動画の撮影３
０．２％、次いでスケジュール管理、商品案内・プレゼンテーション、顧客情報閲覧の順となっている。 
 そうした中、個人での活用が急速に進むタブレット端末やスマートフォンについても業務における活
用が今後も進むものと思われる。 

46.0% 

4.1% 

49.9% 

タブレット端末・スマートフォンの活用状況 

活用している 活用を検討している 活用していない 

セキュリティ対策の実施状況 

タブレット端末・スマートフォンの活用状況 

セキュリティ対策の実施状況についてみると「ウィルス対策ソフトを導入している」事業所が８８．２％
(前回８７．１％）と最も多く、次いで「ＩＤ等によるアクセス管理」６２．１％（前回５３．１％）、「利用できる
データ範囲を制限している」が３７．３％（前回３４．０％）の順となっている。 

また、「特に対策を講じていない」と回答した事業所は１０．０％（前回６．４％）となった。 
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0.0% 20.0% 40.0%

その他 

在庫管理 

商品受発注 

日報・勤怠管理 

顧客情報閲覧 

商品案内・プレゼンテーション 

スケジュール管理 

写真・動画撮影 

情報収集 

メールやＳＮＳ 

2.1% 

5.6% 

11.1% 

11.4% 

12.3% 

14.1% 

20.2% 

30.2% 

32.0% 

36.4% 

タブレット端末・スマートフォンの活用業務 
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①インターネットの利用状況 

  インターネットの利用状況についてみると、回答事業所の９７．６％（前回９３．８％）が
利用しており、利用状況の内訳をみると「全社的に利用している」８７．８％（前回８０．
７％）、「一部の者だけが利用している」９．８％（前回１７．１％）となっている。  ま
た、業種別で見ると卸売業、サービス業が１００％の他、建設業９８．９％、小売業９６．
８％、製造業９３．６％、その他９３．２％と全業種で９割を超える事業所が利用している結
果となった。（前回調査でも全業種９割台） 

（２）インターネットの利用状況 

87.8% 

9.8% 

2.4% 

インターネットの利用状況 

利用している 一部の者だけが利用している 利用していない 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

その他 

87.1% 

90.0% 

93.5% 

82.3% 

89.9% 

84.1% 

6.5% 

8.9% 

6.5% 

14.5% 

10.1% 

9.1% 

6.5% 

1.1％ 

0.0% 

3.2% 

0.0% 

6.8% 

インターネットの利用状況（業種別） 

利用している 一部の者だけが利用している 利用していない 
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②インターネットの利用目的 

  回答した事業所における現在のインターネットの利用目的は「電子メール」が７８．５％と
最も高く、次いで「各種情報の収集」が６７．８％、「ファイルの転送」５０．２％、「自社
業務の紹介」４５．０％の順となっている。 
  一方、今後の利用目的についてみると「各種情報の収集」３８．４％と最も高く、次いで
「自社業務の紹介」３７．８％、「電子メール」３１．９％となっている。 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

自社業務の紹介 

商品・製品のPR 

商品・製品の販売 

商品・原材料の仕入・購入 

人材の募集 

各種情報の収集 

ソフトウェア等のダウン

ロード 

電子メール 

ファイルの転送 

ネットニュース 

eラーニング 

その他 

45.0% 

31.8% 

15.4% 

26.0% 

17.4% 

67.8% 

39.9% 

78.5% 

50.2% 

28.9% 

12.5% 

4.5% 

37.8% 

29.7% 

21.1% 

18.9% 

20.0% 

38.4% 

18.4% 

31.9% 

22.2% 

12.4% 

9.7% 

5.9% 

インターネットの利用目的（複数回答） 

  現在        今後 
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③インターネットの利用効果 

  インターネット利用の効果についてみると、「効果があった」３４．４％（前回３１．
６％）、「ある程度効果があった」４０．１％(前回４４．２％)と効果があったとする事業所
が７割を超え、前回同様インターネットを利用することにより何らかの効果があったとしてい
る。 
  また、業種でみると製造業で８割、建設・サービス業・その他業種で７割を超える事業所で
効果があったとしている。 
   

34.4% 

40.1% 

19.5% 

3.0% 
3.0% 

インターネットの利用効果 

効果があった ある程度効果があった どちらともいえない 

あまり効果なかった ほとんど効果なかった 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他 

サービス業 

小売業 

卸売業 

建設業 

製造業 

42.5% 

42.9% 

21.1% 

35.5% 

34.5% 

29.6% 

30.0% 

31.7% 

40.4% 

45.2% 

45.2% 

51.9% 

22.5% 

23.8% 

19.3% 

19.4% 

16.7% 

14.8% 

0.0% 

1.6% 

8.8% 

2.4% 

3.7% 

5.0% 

10.5% 

1.2% 

効果があった ある程度効果があった 

どちらともいえない あまり効果なかった 

インターネットの利用効果（業種別） 
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④インターネット利用上の問題点 

  インターネット利用上の問題点では、「安全・信頼性に不安がある」５８．２％、「機械・
ソフトが高い」１７．９％、「利用料金が高い」１７．５％、「通信（電話料金）が高い」１
４．６％の順となっており、前回同様セキュリティに対する不安と、利用にあたってのコスト
の面がなお問題点となっていることが伺える。 
   

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

利用料金が高い 

通信（電話）料金が高い 

操作が難しい 

機械・ソフトが高い 

利用のメリットがない 

安全・信頼性に不安がある 

その他 

17.5% 

14.6% 

10.4% 

17.9% 

6.7% 

58.2% 

6.7% 

インターネット利用上の問題点（複数回答） 

⑤ウィルス対策・ファイアーウォールについて 

  ウィルス対策・ファイアーウォールについては、「ウィルス対策ソフトをＰＣ毎に入れてい
る」７７．１％が最も多く、次いで「サーバーで一括ウィルス管理をしている」３０．３％と
ウィルス対策は９割以上の企業が行っている。その他「ファイアーウォールを導入している」
２４．８％、「プロバイダーのシステムで対応している」が１５．８％となっており、セキュ
リティー対策については、前回よりさらに対策が進んでいる。 

0% 20% 40% 60% 80%

何も対応していない 

良くわからない 

プロバイダーのシステムで対応して… 

ファイアーウォールを導入している 

サーバーで一括ウィルス管理をして… 

ウィルス対策ソフトをＰＣ毎に入れ… 

2.3% 

1.3% 

15.8% 

24.8% 

30.3% 

77.1% 

ウィルス対策・ファイアーウォールについて（複数回答） 
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⑥ホームページの開設状況 

  現在、ホームページを「開設している」と回答した事業所は５３．４％(前回４１．０％）、
「開設を予定している」０．６％（前回４．４％）とホームページを活用している事業者が増
えていることが伺える。 
  また、業種別で開設状況をみると、製造業で７２．４％、卸売業６７．７％、小売業５９．
１％、サービス業５６．５％、その他５３．５％、建設業３４．９％となっている。   
   

53.4% 

0.6% 

46.0% 

ホームページの開設状況 

開設している 開設を予定している 開設してない 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

建設業 

卸売業 

小売業 

サービ… 

その他 

72.4% 

34.9% 

67.7% 

59.1% 

56.5% 

53.5% 

1.2% 

1.5% 

27.6% 

64.0% 

32.3% 

39.4% 

43.5% 

46.5% 

ホームページの開設状況（業種別） 

開設している 開設を予定している 開設してない 
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⑦ホームページの更新状況 

  ホームページの更新状況をみると「数カ月に１回程度」の２３．９％が最も多く、次い
で「月に１回程度」の２０．６％、「年１回程度」２０．０％、「週１回程度」１５．
０％、「ほとんど更新していない」１２．９％、「ほぼ毎日」が７．１％の順となった。 
 なお、前回調査では「月１回程度」の更新が最も多かったが、今回は「数ヶ月に１回程
度」が最も多く、「年1回」、「ほとんど更新していない」で約６割近くとなり更新が伸び
ている結果となった。 

7.1% 
15.0% 

20.6% 
23.9% 

20.0% 

12.9% 

ホームページの更新状況 

ほぼ毎日 週１回程度 月１回程度 

数ヶ月に１回程度 年１回程度 ほとんど更新していない 
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⑧電子メールの利用状況 

  パソコンでの利用については、「従業員全員が個別のアドレスを使用」している事業所が４
３．７％と最も高く、次いで「会社で１つのメールアドレスを使用」が３６．０％となってい
る。 
 また、携帯電話での利用については、「従業員全員が個別のアドレスを使用」している事業
所が４１．４％となっている一方、「利用していない」事業所が３８．４％となっている。 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他 

電子メールは使用していない 

会社で１つのアドレスを使用 

部署単位のアドレスを使用 

従業員全員が個別のアドレス… 

1.9% 

3.9% 

36.0% 

18.0% 

43.7% 

電子メールの利用状況（パソコンでの利用） 

（複数回答） 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他 

電子メールは使用していない 

会社で１つのアドレスを使用 

部署単位のアドレスを使用 

従業員全員が個別のアドレスを使用 

3.8% 

38.4% 

7.6% 

6.8% 

41.4% 

電子メールの利用状況（携帯電話の利用について） 

（複数回答） 

電子メールの利用状況（パソコンで利用） 
（複数回答） 
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⑨電子メールの利用範囲 

  電子メールの利用範囲として、「取引先等との連絡に利用」している事業所が８２．３％と
最も多く、次いで「本社・支店（営業所間）で利用」している事業所１１．１％、「単独事業
所内のみで利用」している事業所１６．４％となっている。 
  
   

16.4% 

11.1% 

82.3% 

3.3% 

単独事業所内のみで利用 本社・支店・営業所間で利用 

取引先等との連絡に利用 その他 

電子メールの利用範囲（複数回答） 
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①消費者向け電子商取引（ＢｔｏＣ）の取り組み状況 

  一般消費者を対象とした電子商取引の取り組み状況についてみると、「実施している」事業
所は１２．５％となっている。また、「実施予定がある」事業所は１．９％となっており、実
施企業は前回調査より６．５ポイント多い結果となった。 
  また、取引の手法としては、「自社ホームページサイトで販売」が７４．２％と最も多く、
次いで「ショッピングモールで販売」３８．７％、メーカー経由等「その他」６．５％となっ
ている。 

（３）ＥＣ（電子商取引）の取り組み状況 

12.5% 
1.9% 

85.6% 

消費者向け電子商取引（ＢｔｏＣ）の取り組み状況 

実施している 実施する予定がある 実施していない 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他 

ネットオークションで販売 

ショッピングモール（楽天・ﾔﾌｰ等）で販

売 

自社ホームページサイトで販売 

6.5% 

0.0% 

38.7% 

74.2% 

消費者向け電子商取引の手法について（複数回答） 
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②消費者向け電子商取引で販売等を行っている商品・代金回収方法 

  一般消費者を対象とした電子商取引で販売等を行っている商品についてみると、「その他」
を除くと「食料品・酒類・飲料」が３８．５％と最も高くなっている。 
  また、販売した代金の回収方法では、「銀行振込・郵便振替」と「クレジットカード」が共
に６６．７％と最も多く、代引き（商品との引き換え）」が４４．４％、「コンビニ決済」２
２．２％となった。 
   

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

食料品・酒類・飲料 

衣類・アクセサリー 

医療品・化粧品 

家具・雑貨・小物 

書籍・ＣＤ・アクセサリー 

ソフトウェア・コンテンツ 

家電製品・ＡＶ機器 

コンピュータ関連機器 

旅行・宿泊 

自動車・バイク・自転車 

不動産 

その他 

38.5% 

7.7% 

2.6% 

10.3% 

10.3% 

5.1% 

10.3% 

7.7% 

7.7% 

7.7% 

0.0% 

43.6% 

消費者向け電子商取引で販売･予約を行っている商品 

（複数回答） 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

銀行振込･郵便振替 

クレジットカード決済 

代引き（商品との引き換え） 

コンビニ決済 

電子決済 

その他 

66.7% 

66.7% 

44.4% 

22.2% 

16.7% 

8.3% 

消費者向け電子商取引における代金回収方法 

（複数回答） 
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③消費者向け電子商取引（ＢｔｏC）による新規顧客獲得、売上げについて 

  消費者向け電子商取引を「実施している」と回答した事業所の内、新規顧客獲得・売上げに
ついて、「増加した」、「変わらない」と回答した事業所はいずれも５０．０％となってい
る。 

21.1% 
0.8% 

78.1% 

企業間電子商取引の取り組み状況 

実施している 実施する予定がある 実施していない 

④企業間電子商取引（ＢｔｏＢ）の取り組み状況 

  企業間での取引を対象とした電子商取引の取り組み状況についてみると、「実施している」
事業所は２１．１％（前回２０．２％）、また、「実施予定がある」事業所は０．８％(前回
０．９％）となっており、一般消費者向け電子商取引同様、僅かではあるが増える結果となっ
た。 

50% 50% 

電子商取引による新規顧客獲得、売上げについて 

増加した 変わらない 
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⑤企業間電子商取引で行っている取引 

  企業間電子商取引で行っている取引についてみると、「その他」を除くと「仕入・調達」４
６．１％(前回６１．５％）、次いで「両方」３０．８％（前回１３．５％）、「販売」１５．
４％（前回１７．３％）となっており、取引における活用が拡がってきていることが伺える結

⑥電子商取引に対する今後の取り組み 

  電子商取引に対する今後の取り組みについてみると、「より一層の拡大を図る」と回答した
事業所が３７．３％(前回３９．７％）、「現状を維持する」が６１．３％（前回５２．
６％）となっている。 

37.3% 
61.3% 

1.4% 

電子商取引の今後の取り組み 

より一層の拡充を図る 現状を維持する 

46.2% 

15.4% 

30.8% 

7.7% 

企業間取引（ＢｔｏＢ）で行っているもの 

仕入･調達 販売 両方 その他 
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①電子入札の取り組み状況について 

  電子入札の取り組み状況についてついてみると、「すでに電子入札に参加している」事業
所は２２．０％、「今後電子入札に参加する予定」と回答した事業所は８．５％となってい
る。また、業種別でみると建設業で「参加している」４８．９％、「参加する予定」１０．
２％と高くなっており、次いで卸売業が１７．９％、製造業１７．２％となっている。 

（４）電子入札の取り組み状況 

22.0% 

8.5% 
68.1% 

1.4% 

すでに電子入札に参加している 今後電子入札に参加する予定 

電子入札には参加しない その他 

電子入札取り組み状況 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他 

サービス業 

小売業 

卸売業 

建設業 

製造業 

6.1% 

10.5% 

2.1% 

17.9% 

48.9% 

17.2% 

0.0% 

10.5% 

6.4% 

10.7% 

10.2% 

10.3% 

93.9% 

75.5% 

91.5% 

71.4% 

38.6% 

72.5% 

0.0% 

3.5% 

0.0% 

0.0% 

2.3% 

0.0% 

すでに電子入札に参加している 今後電子入札に参加する予定 

電子入札には参加しない その他 

電子入札取り組み状況（業種別） 
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  電子入札等の実施にあたって必要とされる電子署名・認証の取得状況についてみると、「取
得している」事業所は２５．９％(前回３２．７％）、「今後取得予定」が９．９％（前回１
２．２％）と取得している企業が前回調査より１０％弱減少している。また、業種別では建設
業が前回調査同様高い結果となった。 

②電子署名・認証の取得状況について 

25.9% 

9.9% 62.4% 

1.8% 

取得している 今後取得する予定である 取得しない その他 

電子署名・認証の取得状況 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他 

サービス業 

小売業 

卸売業 

建設業 

製造業 

12.5% 

19.3% 

6.7% 

19.2% 

50.6% 

14.8% 

3.1% 

14.0% 

8.9% 

7.7% 

10.3% 

11.1% 

84.4% 

64.9% 

84.4% 

65.4% 

36.8% 

74.1% 

0.0% 

1.8% 

0.0% 

7.7% 

2.3% 

0.0% 

すでに電子入札に参加している 今後電子入札に参加する予定 

電子入札には参加しない その他 

電子署名・認証の取得状況（業種別） 
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

コスト増加につながる 

事務処理が煩雑になる 

安全性や信頼性に問題がある 

社内に専門的知識を有する者がいない 

ＩＴ化の推進に対する相談者がいない 

機器やシステムを十分に使いこなせない 

機器の陳腐化が激しい 

最新技術に対する情報の収集が難しい 

資金的に最新設備等の導入が難しい 

導入しなくても特に問題はない 

その他 

22.7% 

8.1% 

47.0% 

28.7% 

8.5% 

30.0% 

19.0% 

15.0% 

8.5% 

14.2% 

4.9% 

情報化への取り組みに対する課題･問題点 

（複数回答） 

①ＩＴ化への取り組みに対する課題と問題点 

  ＩＴ化への取り組みに対する課題と問題点についてみると、「安全性や信頼性に問題があ
る」３４７．０％（前回３０．６％）、次いで「機器やシステムを十分に使いこなせない」３
０．０％（前回３１．３％）、「社内に専門的知識を有する者がいない」２８．７％（前回２
８．０％）となっている。そうした中、大企業における情報漏えい等もあり安全性・信頼性へ
の不安が大きくなってきていることが伺える。また、機器・システムの活用と専門的人材の不
足が課題として挙げられている。 

（５）ＩＴ化への取り組み状況 
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